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著者らは放射状排水機構を有する高圧脱水固化処理装置を開発し，高強度な構造体ブロックを作成す

る技術の開発に取り組んでいる．本論文では，新門司沖で採取した粘土に固化材として高炉スラグセメ

ント B 種を混合した固化材混合土の定ひずみ速度圧密試験から圧密圧力 p と圧密係数 cv・透水係数 k

の関係を求めた．加えて，圧密試験前後のイオン交換容量から k を推定した．また，放射状排水理論を

用いて時間と沈下量に関するパラメトリックスタディを行い，ブロック作成中の cvを推定した．その

結果，(1) イオン交換容量を用いて k を推定する場合，間隙構造と固化による比表面積の経時変化を考

慮する必要があることが示唆された．(2) 圧密試験の結果からブロックの cvを推定するためには，1 

MPa より大きい作用圧力のときの cvを用いるとよいことが示唆された． 

 

Key Words : dredged clay, dehydration, consolidation, permeability, coefficient of consolidation 

 

 

1. はじめに 

 

港湾の機能や周辺環境の維持のため，定期的に海底粘

土の浚渫工事が行なわれる．浚渫された粘土の有効利用

法の一つとして脱水固化処理が挙げられるが，浚渫粘土

が高含水比であること，透水係数が非常に小さいこと，

圧縮性が大きいことなどが原因で脱水に長時間を要する

ため，効率的な固化処理を行う上で問題である．著者ら

は，浚渫土砂に固化材を混合し，高圧を作用させ脱水固

化し，高強度な構造体ブロックを作成できる，放射状排

水機構を有する高圧脱水固化処理工法を開発した1)．本工

法の実用化・効率化に向け，ブロック作成に要する脱水

時間の推定が課題である． 

これまでに，高含水比の粘土に様々な凝集剤やセメン

ト系固化材混合による透水性の改善を目的とした多くの

研究がなされてきた．これらの研究から，高含水固化材

混合土の透水性改善のメカニズムとして，固化材を混合

することで粘土粒子がフロックを形成し，透水性が高ま

る構造に変化することが示唆されている2)-5)．また，粘土

粒子に電気的に吸着する陽イオンの拡散電気二重層の厚

さはイオン交換容量に依存し，間隙を移動できる自由水

の動き，すなわち粘土の透水性に影響を及ぼすことが知

られている6) 7)．著者らは，海成粘土にセメント系固化材

を40 %混合することにより，Ca2+の交換容量が増加し，

それに伴い透水係数が増加することを明らかにした8)．さ

らに，粘土を母材とした圧密後の安定処理土は，圧密圧

力の大きさに関わらず0.5 - 1µ m程度の微細な間隙の割合

が増えることが明らかとなっている9)．以上より，固化材

混合による粘土の透水性改善メカニズムとして，1. 固

化・凝集に伴う間隙比の増大，2. 固化材混合により主要

イオンの中でも特に結晶層間距離の大きいCa2+イオン交

換容量が増加することによる結晶層間距離の増加に伴う

自由水の増加が挙げられる．本研究が対象とする海成粘

土は間隙水及び粘土粒子間に多量な陽イオンを含むため，

透水性や圧密特性はCa2+やMg2+等のイオン交換容量に影

響すると推測できる．本論文では，上記2つの要因を考慮

した海成粘土の透水性改善効果の定量化およびブロック

の脱水時間の推定を目的として，海成粘土に固化材を混
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合した直後に定ひずみ速度圧密試験を行い，圧密圧力と

圧密係数・透水係数の関係を求めた．また，圧密試験前

後の供試体のイオン交換容量を測定し，Komineら10)が提

案したイオン交換容量による粘土の透水係数推定手法を

基に算出した透水係数と実測値との比較を行った．さら

に，脱水ドレーンを有する固化材混合土の加圧脱水中の

圧密係数を推定するため，放射状排水理論11)を用いて時

間と沈下量に関するパラメトリックスタディを行った． 

 

 

2. 実験概要・実験条件 

 

(1) 実験材料 

 定ひずみ速度圧密試験及びブロック作成実験で用いた

試料は，福岡県北九州市の北九州空港付近の新門司沖土

砂処分場 (2期) から浚渫された粘土 (以降，新門司粘土，

Shin-Moji clayとする) である．固化材は高炉スラグセメ

ントB種 (以降，BBとする) を用いた．試料の物理特性

を表-1に，粒径加積曲線を図-1に示す．なお，新門司粘

土の粒径加積曲線は JIS A 120412)に従い，BBの粒径加積

曲線は文献13)を参考にした．JGS-0051の工学的分類では，

粒径加積曲線と液性限界，塑性指数から，新門司粘土は

CH (粘土，高液性限界) に分類される 12)． 

 

(2) 定ひずみ速度圧密試験 

定ひずみ速度圧密試験の実験条件を表-2中央部に示す．

高炉スラグセメントB種を混合した条件 (以降，固化材混

合土とする)，及び混合しない条件 (以降，未混合土とす

る) を用いて試験を行った．高炉スラグセメントB種は，

既往の研究1)を踏まえ，固化材混合による脱水時間改善の

影響を顕著に捉えるために，粘土母材の乾燥重量比で

50 %および60 %混合した．また，粘土単体 (0 %) におい

ても実験を行った．粘土および固化材混合土は初期含水

比を200 %に調整後，粘土と固化材を3分程度充分に混合

した後，5分以内に内径60 mm，高さ20 mmの圧密リング

に充填し，圧密試験機に設置した．その後，15 - 30 分程

度で圧密容器内を脱気水で満たし，圧密試験を開始した．

用いた高炉セメントB種の凝結の始発時間は140 - 170分，

終結時間は235 - 255分であり，試験中に凝結は終了して

いると考えられる．試験方法は，JIS A 1227に従った12)．

試験では，背圧を100 kPa作用させ，軸圧縮圧力が5MPaに

なるまでの経過時間tにおける軸圧縮力p，圧密変位量∆t

および供試体底面の間隙水圧uを測定した．本試験では固

化材混合直後の圧密特性を把握するために，圧密載荷速

度rはなるべく大きくすることとし，試験中の圧密圧力に

対する過剰間隙水圧の比が30以下12)となるr = 0.06 %/min 

程度とした．いずれの条件も試験終了時の圧密圧力5 

MPaに到達するまでの時間は，混合率50 %で1470分，60 %

で1640分，未混合土で1630分であった．また，透水係数

推定のため，圧密開始直前と終了後  (5 MPa作用後) に4

種 ( Ca2+，Mg2+，K+，Na+) のイオン交換容量をフレーム

原子吸光法により測定した．文献10)14) に従い，試料と1 N

酢酸アンモニウム水溶液を乾燥質量比1:20の割合で混合

表-1 新門司粘土と固化材の物理特性 

 

 
図-1 粘土および固化材の粒径加積曲線 

表-2 定ひずみ圧密試験及びブロック作成試験の条件 

 

 

図-2 ブロック作成装置 

 

図-3 e-logp曲線 
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後，200回/分で1時間振とうした懸濁液を0.22 µmポアフィ

ルターで吸引濾過した濾液を用いた． 

 

(3) ブロック作成実験 

表-1右側に示す条件により，ブロック作成試験を実施

した．(1) に示す材料を用いて，初期含水比を 200 %に調

整しながら攪拌・混合を充分に行った後，図-2に示す脱

水固化装置に固化材混合土を投入した．固化材混合から

実験開始までの所要時間は 40 - 50分程度であった．脱水

固化処理装置は，加圧時の脱水促進のための脱水棒を設

置した．脱水棒は直径 25 mmであり，100 mm間隔で正

三角形状に 19 本配置した．脱水棒には直径 2 mm程度の

穴を 30 mm間隔で 4 方向に空け，圧密中の排水を可能と

した．装置に固化材混合土を投入後，急速な高圧作用に

よる試料の噴出を防ぐため，作用圧力は 1MPa を 10 分

間，2MPa を 10 分間，5MPa を 2t 法により圧密度 100 %

と判定されるまで脱水を行った．圧密終了時間は，固化

材混合率 50 %で 220 分，60 %で 208 分であった． 

 

 

3. 定ひずみ速度圧密試験の結果 

 

図-3に e-logp 曲線を示す．未混合土に関しては，圧密

圧力約 50 kPa以降の間隙比は直線的に減少した．固化材

混合土は，混合率 50 %の間隙比は圧密圧力約 100 kPa以

降，60％は圧密圧力約 70 kPa 以降，直線的に減少した．

固化材を混合した場合，圧密圧力が小さい段階から緩や

かに間隙比が減少するが，未混合土は圧密初期段階で急

激に間隙比が減少し，その後は緩やかに減少した． 

図-4に圧密圧力pと体積圧縮係数mvの関係，図-5にpと

圧密係数cvの関係，図-6に圧密試験中の間隙比eと透水係

数kの関係を示す．試験結果にばらつきがみられたため，

cv，mv，kの圧密圧力ごとの平均値を表-3に示す． 

図-4の体積圧縮係数mvは，固化材混合の有無に関わら

ずばらつきがあるが，3種の試料は圧密圧力100 kPa以降

は減少傾向を示し，100 kPaから5 MPaまでで，10-3 m2/kN

から 10-5 m2/kN程度に減少した．固化材混合土のmvは，

圧密圧力が増加すると未混合土より大きくなる傾向にあ

り，4 - 5 MPaの段階では固化材混合率50 %，60 %それぞ

れで未混合土の2.50倍，3.37倍であった．これは，固化材

混合土が圧密進行中に固化したことにより，図-3からも

わかるように同一圧力において未混合土よりも間隙比が

大きく，すなわち体積ひずみが小さくなったことに起因

すると考えられる．図-5 の圧密係数cvに関しては，mvよ

りもばらついているが，固化材混合土のcvは圧密圧力の

増加と共に減少する傾向を示した．また，固化材混合土

のcvは未混合土と比較して高い傾向にあり，固化材混合

率50 %, 60 %で，4 - 5 MPa時のcvは，未混合土と比較して

それぞれ約1.63倍，3.07倍大きくなった．また，図-6の透

水係数kに関しては，固化材混合土でも未混合土でも，間

隙比の減少と共に減少する傾向を示し，圧密圧力5 MPa

のときのkは，未混合土，固化材50 %，60 %混合土それぞ

れで2.24×10-11，9.34×10-11，2.01×10-10 m/sであり，固化

材を混合すると大きくなる傾向を示した．固化材混合土

のkは，圧密開始から圧密圧力1 MPa程度までは混合率

50 %，60 %それぞれ6.74倍，12.09倍となり，圧密と固化

が進行していない初期のkが特に高くなった．圧密圧力5 

MPa時の固化材混合土の圧密終了時のkは，未混合土と比

 

図-4 圧密圧力 ptと体積圧縮係数mvの関係 

 

図-5 圧密圧力 ptと圧密係数 cvの関係 

 

図-6 間隙比 eと透水係数 kの関係 

表-3 定ひずみ圧密試験結果の概要 
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較してそれぞれ約3.68倍，8.75倍であった． 

 

 

4. イオン交換容量による透水係数の推定 

 

(1) 透水係数の推定 

 図-7に固化材混合土の圧密試験前後の交換性陽イオン 

(Ca2+, Mg2+, K+, Na+) のイオン交換容量及びこれらイオン

交換容量の合計値である陽イオン交換容量 (Cation 

Exchange Capacity, CEC) を示す．なお，図-7には未混合土

の圧密試験前のデータも示している．図-7より，圧密終

了後には，セメントに含まれるそれぞれのイオン交換容

量が減少した．これは，セメントの水和進行により陽イ

オンが固相に変化したこと，または固化せずに間隙水中

に存在した各種陽イオンが加圧脱水中に排出されたこと

が原因だと考えられる．粘土及びセメント粒子に吸着，

固化して残留した各種イオン交換容量は，固化材混合率

50 %と60 %それぞれで42 - 85 %，5.7 - 83 %低下し，CEC

は圧密後にそれぞれ19.33 %，49.9 %低下した． 

この結果を用いて，Komineら10)の透水係数理論式を非

膨潤性粘土で適用できるように修正した式 (1) – (4) を

用い，固化材混合によるイオン交換容量の変化を考慮し

た透水係数の改善効果を推定した． 

  k = 1

CEC
∑ �EXCiki�i = Na+, Ca2+, 

K+, Mg2+

     (1) 

ここに，k：透水係数 (m/s)，EXCi：交換性陽イオン iの

交換容量 (meq/g) ，(i はCa2+，Mg2+，K+，Na+)，CEC：

陽イオン交換容量 (meq/g)，ki：各陽イオンの透水係数寄

与分 (m/s)．kiは式 (2) で表される． 

   ki =
�aw

12�aw

(2di)2         (2) 

ここに，γaw：粘土粒子層間の水の単位体積重量， (Pa/m)，

µaw：粘土粒子層間の水の粘性係数 (Pa・s)．k：透水係数 

(m/s)，diは，粘土粒子の平行平板配列モデル 16)で表した． 

  di =
e×10-8

Gs�aw /g×S
              (3) 

ここに，e：任意の圧密圧力のときの試料の間隙比，Gs：

土粒子比重 もしくは混合土の比重，g：重力加速度 ( = 

9.81 m/s2)，S: 粒子端部を無視した比表面積 (m2/g)．また，

S は文献 18)の膨潤性粘土を含まない場合の比表面積と液

性限界の関係を基に，式 (4) から算出した． 

S = (0.83 wL－11.58)×100 / (100 + α )+Sc×α /(100 + α ) (4) 

ここに，wL：試料の液性限界 (%)，α：セメント混合率，

Sc：高炉セメントB種の比表面積 (0.375 m2/g)． 

 

(2) 透水係数の実測値と推定値の比較 

図-8に圧密試験前に測定したイオン交換容量を用いて

算出した透水係数 k の理論値と実測値の比較を示す．図 

- 8 左部の線が 0MPa 時のイオン交換容量を用いて，プ

ロットが 5MPa 時のイオン交換容量を用いて計算した推

定値である．圧密試験前後でイオン交換容量及び陽イオ

ン交換容量は変化したが，式(2) (3) の結晶層間距離 diは

10-10 m程度であり，イオン交換容量と比較して非常に小

さいため，透水係数の推定値はほとんど変化がないこと

が明らかとなった．また，推定値と実測値を比較すると，

推定値は実測値よりも 10-1 – 10-3 倍程度小さく推定され

た．この原因として，試験中の粘土粒子の配向の変化に

よる透水特性の変化を考慮していないこと，式 (4) の比

表面積 S において，イオン交換容量や実験中の固化等に

よる変化を考慮していないことが考えられる．そこで，

圧密試験前のイオン交換容量を用いて，S の値を S*とし

てパラメトリックに変化させた k の推定値をそれぞれ示

す．間隙比の大小，固化材の有無により k が一致する S

の値は変化するが，式 (4) で計算される S の 0.2 – 0.02 倍

の範囲であった．圧密圧力が増加すると，推定値と実測

値の比が増加する傾向にあることが明らかとなった．

従って，イオン交換容量を用いて k を推定する場合は，

圧密試験中の間隙構造の変化，固化とイオン交換容量の

変化による比表面積の経時変化を考慮する必要がある． 

 

5. ブロック作成実験結果と放射状排水理論 

 

(1) ブロックの圧密-沈下量関係 

 図-9，図-10の黒丸 (●)に固化材混合率 50 %，60 %の

ブロックの時間 – 圧密量関係を示す．図中の実測値は，

圧密圧力 1 MPa を 10 分間，2 MPa を 10 分間，5MPa を

  

図-7 圧密試験前後のイオン交換容量 

 

図-8 透水係数の実測値と推定値の比較 
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2t 法により圧密度 100 %と判定されるまで作用させた沈

下量を示している．2t 法により判定した最終圧密沈下量

は，50 %，60 %それぞれで 557.2 mm，582.0 mmであっ

た．圧密終了時の間隙比は 50 %で 1.465，60 %で 1.497 と

同程度であった．表-4に，定ひずみ速度圧密試験の結果

を用いて算出した圧密係数 cv，およびブロックの時間 - 

圧密量関係から√t法により算出した cvを示す．√t法で

計算した最終圧密沈下量 d100 と実測の沈下量を比較する

と，いずれの混合率でも誤差が 1 mm程度，4 mm程度と

なったため，√t 法を用いることは妥当と判断し，√t 法

で求めた t90から cv = (0.848×(H’/2)2)/t90 (H’：平均供試体

高さ) により cvを計算した．定ひずみ速度圧密試験中の

間隙比 e は透水係数の常用対数 1og10k に比例する 18)と仮

定し，図-6に示す定ひずみ速度圧密試験の log10k - e関係

を用いてブロック製造中の透水係数 k を推定した．ブ

ロックの体積ひずみと作用圧力から体積圧縮係数 mv を

計算し，k とmvから cvを算出した．表中の* 印の値は，

各脱水圧力におけるcvの平均値を示している．表-4より，

ブロックの実測値から√t 法で算出した cv は 1 MPa，2 

MPa作用時の脱水の影響を大きく受け，定ひずみ速度圧

密試験の log10k - e関係を用いた方法の 1 MPa，2 MPa の

中間の値を取った．圧密圧力が増加すると加圧脱水によ

る間隙比の減少及び固化の影響により cvが小さくなった．

固化材混合率 60 %のブロックの 5 MPa 時の cvの平均値

は，50 %のブロックの 4 倍程度高い値となった． 

 

(2) 放射状排水理論 

バーチカルドレーン工法の圧密解析を行う際に用いら

れる放射状排水理論 11)をブロック脱水時の圧密解析に適

用した．脱水棒を図-2に示すような正三角形状に配置し，

鉛直方向の脱水を無視した場合の過剰間隙水圧 u は

Barron11)によって式 (5)のように解かれた． 

 u = 4u�
de

2
F(n)

�re
2ln � r

rw
� -

r2-rw
2

2
	       (5) 

ここに，rw：ドレーン半径，re：ドレーン有効排水半径，

n = de/dwであり，u の変化はドレーンの直径 deおよびド

レーンの有効排水径 dwを用いて算出可能となる．放射状

排水における平均圧密度Uhは式 (6) によって表される． 

    Uh = 1-exp � -8Th

F(n)+L
	            (6) 

L:ウェルレジスタンス係数 (=32/π2×(kc/kw)×(H/rw)
2
 ), 

kc/kw : ドレーンと粘土の透水係数の比，Th ：時間係数 (= 

cv t /de
2)．本論文の解析では，脱水中の cvは一定とし，ウェ

ルレジスタンスは考慮せずに解析した． 

 図-9，図-10 に表-4 の値を基に圧密係数を変化させて

解析した時間-沈下曲線を示す．図-9，図-10 より，いず

れの固化材混合率においても，圧密係数の実測値と最も

一致する cvは 30 mm2/min 程度であった．この値は，固化

材混合率 50 %の場合では定ひずみ速度圧密試験の圧密

圧力 1 - 2 MPa の cvの平均値に，60 %の場合では圧密圧

力 2 - 5 MPa の cvの平均値程度に相当する．このことか

ら，定ひずみ速度圧密試験の結果から固化処理ブロック

の cvを推定するためには，1 MPaより大きい作用圧力に

おける cvを用いるとよいことが示唆された． 

 

 

6. まとめ 

 

 本論文では，高含水比の粘土を脱水固化処理する際の

圧密時間の推定を目的として，定ひずみ速度圧密試験，

フレーム原子吸光試験および放射状排水理論を用いた脱

水解析を行った．得られた結論を以下に示す． 

(1) 新門司沖で採取した粘土に固化材として高炉スラグ

セメント B 種を混合した材料の定ひずみ速度圧密試

験では，圧密圧力が増加すると圧密係数 cv が減少す

る傾向にあり，固化材混合率 50 %，60 %で，固化材

混合土の圧密試験終了 (5 MPa) 時の cvは未混合土と

比較してそれぞれ約 1.63 倍，3.07 倍大きくなった． 

 

図-9 時間と沈下量の関係 (固化材添加率 50 %) 

 

図-10 時間と沈下量の関係 (固化材添加率 60 %) 

表-4 高圧脱水固化処理ブロックの圧密係数 cv推定値 

 

50% 60%

Root t  method 976.56 1434.90

Mean betw. 1-5 MPa 
* 151.71 717.48

Mean betw.     1 MPa
* 1936.20 8534.34

Mean betw.     2 MPa
* 294.89 1096.12

Mean betw.     5 MPa
* 19.18 71.70

Mean betw. 1-2 MPa
* 1104.59 4756.19

Mean betw. 2-5 MPa
* 37.97 148.65

*Relationships between k  and e  used in the process of calculating c v

  are based on constant strain rate consolidation tests.

Content of BB >

mm
2
/min
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(2) イオン交換容量を用いて推定した圧密試験中の透水

係数 kは，圧密圧力が増加すると，推定値と実測値の

比が増加する傾向にあった．イオン交換容量と結晶層

間距離を用いて kを推定する場合は，圧密・固化進行

による間隙構造・粒子の配向度の経時変化をXRD 及

びSEM画像の経時変化を測定し，および固化による

比表面積の経時変化を測定し，式 (1) - (3) に適用する

ことで推定精度が向上する可能性がある． 

(3) 定ひずみ速度圧密試験の結果からブロックの cv を推

定するためには，1 MPaより大きい作用圧力における

cvを用いるとよいことが示唆された． 
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ESTIMATION ON COEFFICIENT OF CONSOLIDATION AND PERMEABILITY 

DURING DEHYDRATION OF DREDGED CLAY 

 

Zentaro FURUKAWA, Kiyonobu KASAMA, Yoshihisa SUGIMURA, Kazushi 

HAYASHI, Tomoyuki NISHINO, Yasuo KASUGAI, Masaaki KATAGIRI and 

Yoshito TAKATA 

 
Authors have been developing a technique to make high-strength soil concrete block using high-

pressure dehydration apparatus with a radial drainage system. Constant strain rate consolidation tests 

were conducted for solidified treated soil mixed with dredged clay and blast furnace slag cement class 

B (BB) for clarifying the relationships between consolidation pressure p and coefficient of consolidation 

cv/ permeability k. In addition, permeability k of the materials were estimated from exchangeable 

capacity of cations measured before and after the consolidation tests. Coefficient of consolidation cv 

during block manufacturing tests were estimated by parametrically calculating time and settlement 

curves using radial drainage theory. Following results were obtained from this study. (1) when estimating 

k using ion exchange capacity, it was found necessary to take into account changes over time in specific 

surface area due to pore structure and solidification. (2) it was suggested that a cv greater than 1 MPa of 

working pressure in the constant-strain consolidation test should be used to estimate the cv of the block. 
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